
明 治 二 十 五 年 三 月 三 十 一 日

第 三 種 郵 便 物 認 可

第 六 条 介 護 等 特 定 活 動 （ 出 入 国 在 留 管 理 庁 長 官 及 び 厚 生 労 働 大 臣 が 告 示 で 定 め る 活 動 を い う 。 ）

に 従 事 し た 者 （ 以 下 「 介 護 等 特 定 活 動 従 事 者 」 と い う 。 ） を 雇 用 す る 者 又 は 雇 用 し よ う と す る 者

が 、 当 該 介 護 等 特 定 活 動 従 事 者 に 係 る 技 能 実 習 計 画 （ 介 護 職 種 に 係 る も の に 限 る 。 ） を 作 成 し 、

当 該 技 能 実 習 計 画 に つ い て 法 第 八 条 第 一 項 の 認 定 の 申 請 を し た 場 合 に お い て は 、 第 十 条 第 二 項

第 三 号 ト の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 字 句 は 、 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 字 句 と

す る 。

第 六 条 介 護 等 特 定 活 動 （ 法 務 大 臣 及 び 厚 生 労 働 大 臣 が 告 示 で 定 め る 活 動 を い う 。 ） に 従 事 し た 者

（ 以 下 「 介 護 等 特 定 活 動 従 事 者 」 と い う 。 ） を 雇 用 す る 者 又 は 雇 用 し よ う と す る 者 が 、 当 該 介 護

等 特 定 活 動 従 事 者 に 係 る 技 能 実 習 計 画 （ 介 護 職 種 に 係 る も の に 限 る 。 ） を 作 成 し 、 当 該 技 能 実 習

計 画 に つ い て 法 第 八 条 第 一 項 の 認 定 の 申 請 を し た 場 合 に お い て は 、 第 十 条 第 二 項 第 三 号 ト の 規

定 の 適 用 に つ い て は 、 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 字 句 は 、 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 字 句 と す る 。

ト 第 三 号 技 能 実 習 に

係 る も の で あ る 場 合

に あ っ て は 、 第 二 号

技 能 実 習 の 終 了 後 本

国 に 一 月 以 上 帰 国 し

て か ら 第 三 号 技 能 実

習 を 開 始 す る も の で

あ る こ と 。

ト 第 一 号 技 能 実 習 に 係 る も の で あ る 場 合 に あ っ て は 介 護 等 特 定

活 動 （ 出 入 国 在 留 管 理 庁 長 官 及 び 厚 生 労 働 大 臣 が 告 示 で 定 め る

活 動 を い う 。 ） の 終 了 後 、 第 三 号 技 能 実 習 に 係 る も の で あ る 場 合

に あ っ て は 第 二 号 技 能 実 習 の 終 了 後 、 そ れ ぞ れ 本 国 に 一 月 以 上

帰 国 し て か ら 第 一 号 技 能 実 習 又 は 第 三 号 技 能 実 習 を 開 始 す る も

の で あ る こ と 。

ト 第 三 号 技 能 実 習 に

係 る も の で あ る 場 合

に あ っ て は 、 第 二 号

技 能 実 習 の 終 了 後 本

国 に 一 月 以 上 帰 国 し

て か ら 第 三 号 技 能 実

習 を 開 始 す る も の で

あ る こ と 。

ト 第 一 号 技 能 実 習 に 係 る も の で あ る 場 合 に あ っ て は 介 護 等 特 定

活 動 （ 法 務 大 臣 及 び 厚 生 労 働 大 臣 が 告 示 で 定 め る 活 動 を い う 。 ）

の 終 了 後 、 第 三 号 技 能 実 習 に 係 る も の で あ る 場 合 に あ っ て は 第

二 号 技 能 実 習 の 終 了 後 、 そ れ ぞ れ 本 国 に 一 月 以 上 帰 国 し て か ら

第 一 号 技 能 実 習 又 は 第 三 号 技 能 実 習 を 開 始 す る も の で あ る こ

と 。

別記様式第１号（第４条第１項関係） （日本工業規格Ａ列４） 別記様式第１号（第４条第１項関係） （日本工業規格Ａ列４）
第７面 Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅ・Ｆ 第７面 Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅ・Ｆ
（略） （略）

（略） （略）
〇 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行令（平成二十
九年政令第百三十六号）（抄）

〇 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行令（平成二十
九年政令第百三十六号）（抄）

（法第十条第二号の出入国又は労働に関する法律の規定であって政令で定めるもの） （法第十条第二号の出入国又は労働に関する法律の規定であって政令で定めるもの）
第一条 （略）
一 労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）第百十七条（船員職業安定法（昭和二
十三年法律第百三十号）第八十九条第一項又は労働者派遣事業の適正な運営の確保及
び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和六十年法律第八十八号。以下「労働者派遣
法」という。）第四十四条第一項の規定により適用される場合を含む。）、第百十八条第
一項（労働基準法第六条及び第五十六条の規定に係る部分に限る。）、第百十九条（第


一号

（同法第十六条、第十七条、第十八条第一項及び第三十七条の規定に係る部分に

限る。）に係る部分に限る


。）及び第百二十条（第一号


（同法第十八条第七項及び第二十
三条から第二十七条までの規定に係る部分に限る。）に係る部分に限る


。）の規定並びに

これらの規定に係る同法第百二十一条の規定
二～四 （略）

第一条 （略）
一 労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）第百十七条（船員職業安定法（昭和二
十三年法律第百三十号）第八十九条第一項又は労働者派遣事業の適正な運営の確保及
び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和六十年法律第八十八号。以下「労働者派遣
法」という。）第四十四条第一項の規定により適用される場合を含む。）、第百十八条第
一項（労働基準法第六条及び第五十六条の規定に係る部分に限る。）、第百十九条（同
法第十六条、第十七条、第十八条第一項及び第三十七条の規定に係る部分に限る。）及
び第百二十条（同法第十八条第七項及び第二十三条から第二十七条までの規定に係る
部分に限る。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第百二十一条の規定

二～四 （略）

六～十五 （略） 六～十五 （略）

五 出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）第七十一条の三、第


七十一条の四、


第七十三条の二、第七十三条の四から第七十四条の六の三まで、第七
十四条の八及び第七十六条の二の規定

五 出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）第七十三条の二、第
七十三条の四から第七十四条の六の三まで、第七十四条の八及び第七十六条の二の規
定
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